
  

令和元年８月２７日 

土地・建設産業局建設業課 

 

建設業の働き方改革を進めるため、 
改正建設業法等の改正規定の一部を９月１日より施行します 

 
～改正建設業法等の施行期日を定める政令を閣議決定～ 

 

建設業の働き方改革を進め、将来の担い手を確保するため「建設業法及び公共工事の入

札及び契約の適正化の促進に関する法律の一部を改正する法律」が先般の国会で成立した

ところ、一部の規定については令和元年９月１日から施行します。 

 

１.背景 

 第１９８回国会（常会）において成立した「建設業法及び公共工事の入札及び契約の適

正化の促進に関する法律の一部を改正する法律」（以下「改正法」という。）は、一年六

月以内で政令で定める日（技術検定関係（建設業法第二十七条等）を除く。）から、技術

検定関係部分については二年以内で政令で定める日から施行することとされており、今般、

施行期日を定める本政令を閣議決定いたしました。 

 

２.概要 

 令和元年９月１日から以下の規定が施行され、（１）については建設業従事者に、（２）

については建設業者団体に対して新たに努力義務が課されることとなります。 

（１）建設業従事者の責務の追加（建設業法第二十五条の二十七） 

  建設工事の従事者は、建設工事に関する自らの知識や技術又は技能の向上に努めるこ

とが求められます。 

（２）建設業者団体等の責務の追加（建設業法第二十七条の四十） 

  建設業者団体は、災害の復旧工事の円滑かつ迅速な実施が図られるよう必要な措置を

講ずるよう努めることが求められます。 

（３）その他 

・中央建設業審議会の審議事項の追加（建設業法第三十四条） 

・公共工事の入札及び契約の適正化を図るための措置に関する指針に定める事項の追

加（入契法第十七条） 

 

※ 上記以外の一年六月以内で政令で定める日から施行することとされている部分につい

ては、令和２年１０月１日から施行されます。 

※ 二年以内で政令で定める日から施行することとされている部分（技術検定関係）につ

いては、令和３年４月１日から施行されます。 
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